
コロナ解説きっかけＳＮＳ中傷５０００件被害の医師「萎縮すれば正しい情報伝わらない」
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ＳＮＳでの誹謗中傷に対応してきた岡秀昭教授（１５日、

埼玉県川越市で）＝青木久雄撮影 

情報開示を申し立て 

 ＜ワクチンを推進した人殺しの畜生＞＜＃コロナ脳死ね

＞＜生きている価値がない＞ 

 埼玉医科大総合医療センター（埼玉県川越市）でコロナ

禍に対応した岡秀昭教授（総合診療内科）は、２０２０年の感染拡大以降、ＳＮＳで続く

中傷に頭を悩ませてきた。 

 流行が始まった直後から、Ｘ（旧ツイッター）で 逼迫ひっぱく する医療現場の実情を

発信し、感染対策の必要性を訴えてきた。すぐにＳＮＳでの中傷が始まり、２２年頃にネ

ットニュースのコメンテーターとして、コロナワクチンの重症化予防効果などの解説を始

めた頃から激化した。 

 ＜おぞましいくらいに気持ち悪い＞――。顔の見えない匿名アカウントからの言葉の暴

力はやまず、昨年５月頃から約５０件の投稿について発信者情報の開示を裁判所に申し立

て、これまでに約２０人を特定。謝罪を求めたところ半数はすぐに応じ、最高約１００万

円の和解金の支払いを受けて示談した。 

 「感情的にならず、冷静に意見を述べればよかった。ひきょう者だった」などと反省の

言葉を記した手紙も届いた。 

 一方で、一部の投稿者は過激化し、＜殺意がわいてきた＞＜ぶっ殺したくなってきた＞

などとさらに乱暴な投稿を続けた。 

 岡氏は特に悪質な投稿者について、損害賠償を求めて民事訴訟を起こし、警察にも刑事

告訴した。岡氏が数えた中傷投稿は５０００件を超えたという。「医師が 躊躇ちゅうちょ 

すれば、世の中に正しい情報が伝わらなくなってしまう。ＳＮＳ事業者は、誹謗中傷や侮

辱、名誉 毀損きそん に当たる投稿を厳しく規制してほしい」と訴えた。 

開示に時間 

新型コロナワクチンの情報発信サイト「こびナビ」（２３年１１月活動終了）の副代表とし

て、Ｘなどでワクチンの情報を発信してきた木下 喬弘たかひろ 医師（３８）も中傷を受

けた一人だ。 

自宅の住所をさらされ、＜木下はワクチンを打っていないのに、打ったふりをしている＞

と事実無根の情報を拡散されたため、法的手段を取ることを決めた。 

 ただ、発信者情報が開示されるまで、短くても半年、長ければ１年以上を要した。より

悪質な投稿を探すため、自身を中傷する書き込みを約１０００件見返し、１日がつぶれた

こともあった。 

 木下氏は「勝訴しても、まったく割に合わないが、私個人への中傷よりも、公衆衛生と

して重要な施策が実行できなくなる危機感から提訴を決めた」と強調。「明らかに違法性の

ある投稿は情報開示のステップを簡単にしてほしい」と訴える。 

 

 



投稿・日時・ＵＲＬの証拠印刷を…弁護士 

発信者の特定は、プロバイダー責任制限法に

基づき、被害者側が裁判所に申し立て、ＳＮ

Ｓの運営事業者から発信者のＩＰアドレス

（ネット上の住所）の開示を受けたうえで、

接続事業者から氏名や住所を伝えられるの

が通常の流れだ。 

法的に権利侵害にあたるか判断する際に参

考となるのが、投稿に虚偽や人格を否定する

内容が含まれるかだ。清水弁護士は「後から

『投稿者の責任を追及したい』と思っても、

証拠がなければどうしようもない」と言う。

投稿をパソコンで表示し、投稿内容・日時や

ＵＲＬをＰＤＦで印刷しておくことが望ま

しいという。 

 総務省の「違法・有害情報相談センター」

によると、２０２２年度は５７４５件の相談

が寄せられ、１０年度の４倍以上になってい

る。 

 ２２年１０月には改正同法が施行され、投

稿者を特定する手続きが簡略化された。今月

１０日、同法はさらに改正され、ＳＮＳの運

営事業者に、削除申請への迅速な対応のほか、

▽削除を申請する窓口の設置▽削除する基

準の策定・公表などが義務付けられた。 

 


